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 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

犯罪被害者等支援事業 元気な社会 ○ H19 5 3 ○ 443 0 0 443 ○ ○

安全安心まちづくり推進事業 元気な社会 ○ H16 8 1 ○ 492 0 0 492 ○ ○ ○ △ 52

子どもの見守り地域防犯力アップ事業 元気な社会 ○ H23 1 1 ○ 4,343 0 4,288 55 ○ ○ ○ ○

女性の安心実感サポート事業 元気な社会 ○ H23 1 2 ○ 8,323 0 0 8,323 ○ ○ ○ △ 80

青尐年愛護審議会運営経費 ○ S39 48 1 ○ 816 0 0 816 ○ ○

健全育成思想普及経費（青尐年行政情報収集） ○ S43 44 1 ○ 166 0 0 166 ○ ○

青尐年育成運動推進事業 ○ H21 3 1 ○ 5,813 0 0 5,813 ○ ○ ○ ○ △ 899

青尐年育成県民運動支援事業 ○ S43 44 1 ○ 3,650 0 0 3,650 ○ ○ ○

子ども安心県民作戦 元気な社会 ○ H17 7 1 ○ 11,802 0 0 11,802 ○ ○ ○ △ 161

非行防止対策経費 ○ H16 8 3 ○ 939 0 0 939 ○ ○ ○ ○ △ 818

青尐年愛護センター補助金 ○ S43 44 1 ○ 4,031 0 0 4,031 ○ ○ ○ △ 41

地域で育む家族ふれあい支援事業 若者のチャレンジと女性の活躍を応援 ○ H23 1 3 ○ 2,801 0 2,801 0 ○ ○

非行防止運動支援事業 ○ H23 1 3 ○ 7,741 0 7,741 0 ○ ○ ○ △ 2,343

シルバー交通安全対策事業 元気な社会 ○ H23 1 3 ○ 1,167 0 0 1,167 ○ ○ ○ ○ ○

交差点事故防止事業 元気な社会 ○ H14 10 2 ○ 3,721 0 0 3,721 ○ ○ ○

スマートサイクル普及啓発事業 元気な県土 ○ H23 1 2 ○ 271 0 0 271 ○ ○

交通安全指導者育成事業 元気な社会 ○ S49 38 1 ○ 630 0 0 630 ○ ○ ○ ○

交通事故相談所運営事業 元気な社会 ○ S42 45 1 ○ 4,971 0 546 4,425 ○ ○ 　 ○ ○

「高めよう消費者力」出前講座事業 元気な社会 ○ H21 3 3 ○ 2,110 0 2,110 0 ○ ○ ○ ○

「くらしの安心」情報発信事業 元気な社会 ○ H21 3 1 ○ 4,830 0 4,830 0 ○ ○ ○ △ 252

福井の若者消費者力アップ事業 元気な社会 ○ H22 2 1 ○ 2,316 0 2,316 0 ○ ○ ○ ○

みんなで学ぶ食品表示 元気な社会 ○ H21 3 1 ○ 1,547 0 1,547 0 ○ ○ ○

消費者行政活性化補助金 元気な社会 ○ H21 3 1 ○ 38,465 0 38,465 0 ○ ○ ○ ○ △ 12,816

悪質事業者対策強化事業 元気な社会 ○ H19 5 2 ○ 3,207 0 300 2,907 ○ ○ ○ △ 146

消費者フォーラム・交流事業 元気な社会 ○ H16 8 1 ○ 1,922 0 0 1,922 ○ ○ △ 192

消費者トラブル防止事業 元気な社会 ○ H23 1 2 ○ 9,418 0 9,418 0 ○ △ 9,702

消費生活センター運営費 元気な社会 ○ H13 11 2 ○ 9,340 0 8,296 1,044 ○ ○ ○

消費生活講座２１事業 元気な社会 ○ S44 43 1 ○ 5,948 0 0 5,948 ○ ○ ○ △ 2,492

苦情処理体制強化費 元気な社会 ○ S43 44 4 ○ 34,671 0 3,994 30,677 ○ ○ ○

消費生活センター相談窓口強化事業 元気な社会 ○ H23 1 2 ○ 15,638 0 15,638 0 ○

30 25 5 0 52 30 0 191,532 0 102,290 89,242 6 19 1 2 3 6 0 3 2 9 1 5 1 1 1 0 0 17 0 13 0 0 0 0 0 △ 29,994

 評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

経過
年数

同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

活動指標1結果分類事務区分

平成
２３年度
予算額

事            業           名
福井新々元気宣言
における位置付け

事業区分

事業
開始
年度

活動指標2結果分類 成果指標1結果分類 成果指標2結果分類 財源内訳

平成23年度事務事業評価結果(課・室)総括表
会計区分 一般会計

課・室名 県民安全課 （単位：千円）



別紙１
■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 交通安全県民安全 Ｇ・Ｔ
3 □ ■ H19 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 5 年 □

 １9年度  20年度  21年度  22年度

1,443 584 584 584

1,443 584 457 203

1,189 482 335 119

100 100 100 80

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

県民安全

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

日本一の安全・安心（治安向上から治安実感
へ）

その他 そ の 他

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言の
 位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

所　　属 安全環境 部（庁）

443 -4.7%

当 初 予 算 額 の 推 移

（１）犯罪被害者等支援相談員研修会の実施
　　　　県や市町の相談機関職員、医療関係職員、教育関係職員、民間の相談員などを対象として、犯罪被害者等支援に関する研修会を開催
（２）「犯罪被害者週間（11月25日～12月1日）」における啓発事業の実施。啓発用ポスターの作成配布。パネル展、街頭啓発の実施
（３）犯罪被害者に対する支援普及事業の実施。地域において犯罪被害者等および犯罪被害者等の支援者を講師とする出前講座の開催

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

結果分類

経過年数

事      業      名 犯罪被害者等支援事業

[事業目的]

「犯罪被害者等基本法」および｢安全安心ふくい実感プラン」に基づき、県民への啓発や人材の育成など、犯罪被害者等の立場に立った各種施策を推進する。

含まれる事業数
事 業
区 分

犯罪被害者等支援相談員研修会参加者数 80 -5.0%

事業終了
予定年度

法定受託事務

-0.8%

区　　　　　　分 23年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

決 算 額 の 推 移 299

443 -20.9%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

Ⅳ

事業効果 指標

市町職員、民間の相談員等、犯罪被害者等の相談業務に携わる者を対象活動

の推移 成果

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

※目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

計 画 の 達 成 状 況

指標

443

特　記　事　項

19年度　「犯罪被害者等支援ハンドブック」の作成
20年度　「犯罪被害者等支援県民のつどい」の見直し
23年度　「犯罪被害者等支援ハンドブック」の改正（ケース別対応の注意点を追
加）

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源

[事業の評価]

　犯罪被害者等支援に対する県民の理解を促進し、「地域で被害者を支える」気運を
育むとともに、被害者の実情に応じた適切な支援を行うことができる人材の育成を行
うことにより、県民が安心して暮らせる地域づくりが目的である。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

予　算　額　（単位：千円）

443

□ 休　　止 □

□ 縮　　減 □ 終期の見直し

完　　了所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　県民が安心して暮らせる地域づくりを推進するため、犯罪被害者等支援に対する県民の理解の
促進と適切な支援を行うことができる人材の育成を今後も継続して行っていくことが必要であ
る。
　なお、県民の理解増進には、「犯罪被害者等支援県民のつどい」のような講演会だけでなく、
職場や学校など県民に身近な場所での事業の実施も必要であるため、隔年開催としたい。

見　直　し　額

　県民のつどい、学校等での講演会および相談員に対する研修会の開催により、県民の理解増進
および相談員の資質向上を図ることができた。

■ 継　　続

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－１－



別紙１
■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 交通安全･県民安全 Ｇ

1 □ ■ H16 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 8 年 □

 １9年度  20年度  2１年度  22年度

512 589 571 571

512 589 571 571

464 549 571 457

150 150 150 150

街頭犯罪等（８類型）認知件数※年計 3,143 2,701 2,524 2,369

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

県民安全所　　属 安全環境部 部（庁）

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

その他 そ の 他

福井新々元気宣言の
 位置付け

元気な社会 県　単

国　庫

日本一の安全・安心（治安向上から治安実感
へ）

（１）ポスターの作成･掲出
　　　　安全安心まちづくり推進旬間中の家庭や地域での防犯活動の実践、県下一斉防犯パトロールへの参加呼びかけ等を内容としたポスターを作成し、県内コンビニエンスストアー、金融機関等
　　　　の協力を得て広報
（２）自主防犯功労団体の表彰
　　　　福井県安全安心まちづくり推進会議会長（福井県知事）による表彰

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

目標値、指標の積算根拠等

事      業      名

法定受託事務

[事業目的]

安全安心まちづくり推進事業 含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

　県民に対して、家庭や地域での具体的な防犯取組み方法等を安全安心まちづくり推進旬間（１０月１１日から２０日）に集中して広報することにより、県民の防犯意識の高揚を図り、家庭や地域での積
極的な防犯活動を促す。（安全安心まちづくり条例第１３条に基づく事業）

事業終了
予定年度

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

補 助 金
事 業
区 分

実行予算

経過年数

結果分類

決 算 額 の 推 移 484 2.1%

区　　　　　　分 23年度 平均伸び率

492 -0.5%

Ⅱ

 〕　／　整備目標

2,323 Ⅰ自転車盗、空き巣、忍び込み等-7.2%

当 初 予 算 額 の 推 移 492 -0.5%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動 安全安心まちづくりのつどい参加者数 160 1.7%

事業効果 指標

事業開始後の見直し状況

〕　　　＝　　　〔

特　記　事　項区　　　　　　分 平成23年度予算額

国　　　　　庫

成果

計 画 の 達 成 状 況

指標

の推移

拡　　充 □

□

予　算　額　（単位：千円） 492 １８年度　ポスターの作成
１９年度～　ポスター作成、自主防犯功労団体の表彰

財源内訳

一　般　財　源 492

[事業の評価]

その他特定財源

終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額

廃　　止

　警察活動の強化に加え、県民の防犯意識の高揚や防犯対策の普及・啓発を図ることにより、刑法
犯認知件数の減尐に繋げることができた。

□ 継　　続 □ 休　　止

■□

そ の 他

縮　　減

完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

△ 52 千　円

□ 整理統合 □
　家庭や地域での防犯活動を推進するため、今後とも、安全安心まちづくり推進旬間における集中
的な広報等を通じて、県民・事業者・県が一体となって犯罪の防止に向けた取組みを強化していく
必要がある。

□

－２－



別紙１
■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 交通安全･県民安全 Ｇ・Ｔ

1 □ ■ H23 年度 ■

■ 有 →ビジョン
〔

〕 ■ □ 26 年度

□ 無 　政　　策
〔

〕 ■ □ １年 □

 19年度 20年度  21年度 22年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　見守り活動者に県下統一デザインの腕章やマグネットを配布し見守り活動の「見える化」を図る
とともに、保護者や見守り隊等地域ぐるみでの通学路の危険個所や１１０番の家の確認をする「子
ども重点見守りデー」を実施や、事業所と地域防犯団体等が連携して見守り活動を実施する「地区
別防犯活動連絡会」の設置により、地域の見守り活動を強化した。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

□ 整理統合

縮　　減 □

□

□

□ 廃　　止 そ の 他

終期の見直し
［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

「地区別防犯活動連絡会」や「子ども重点見守りデー」を設定する地区を県下全域に広げていくこ
とで、地域の見守り活動を更に強化し、犯罪者を寄せ付けない環境にしていく必要がある。

見　直　し　額

拡　　充

千　円

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

一　般　財　源 55

[事業の評価]

所属の

方　針

予　算　額　（単位：千円） 4,343

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 4,288

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅱ

指標

子どもに対する声かけ事案

地区別防犯連絡会の設置地区数

の推移 成果 201 0.0%

4 0.0%

目標値、指標の積算根拠等

Ⅱ

事業効果 指標 子ども重点見守りデーの設定地区数 42 0.0% Ⅱ

活動

当 初 予 算 額 の 推 移 9,158 0.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 4,343 0.0%

（１）見守り隊等の地域防犯団体に若い世代の従業員も含めた事業所が加わり、情報を共有しながら協働してパトロールを実施
　　　・地域防犯団体と事業所による地区別防犯活動連絡会の設置
　　　・事業所に対する防犯活動講習会の開催
（２）地域ぐるみの「子ども重点見守りデー」の設定
　　　・親子で「子ども110番の家」の確認
　　　・子どもの安全について警察と最新の情報交換を行いながらのパトロール　等
（３）地域の見守り活動の「見える化」を推進
　　　・見守り隊……パトロール時に県下統一のマグネットシートを自家用車に貼付、県下統一の腕章を着用
　　　・事業所………営業車に県下統一のマグネットシートを貼付

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

決 算 額 の 推 移 4,174 0.0%

区　　　　　　分 23年度 平均伸び率

結果分類

[事業目的]

事業所の従業員や保護者など若い世代の防犯活動への参加を促進し地域での防犯力を強化するため、地域の防犯活動者と事業所が連携した「地区別防犯活動連絡会」の設置や地域ぐるみの「子ども重点見
守りデー」を実施するとともに、常に見守り活動を行っていることがわかるよう、県下統一デザインのマグネットシートや腕章の着用による見守り活動の「見える化」を図り、見守り活動を強化する。

含まれる事業数

事 業
区 分

国　庫 実行予算

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

法定受託事務

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言の
 位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 子どもの見守り地域防犯力アップ事業

日本一の安全・安心（治安向上から治安実感
へ）

その他 そ の 他

所　　属 安全環境部 部（庁） 県民安全

平　成　２３年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

－３－



別紙１
■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 交通安全･県民安全 Ｇ・Ｔ

2 □ ■ H23 年度 ■

■ 有 →ビジョン
〔

〕 ■ □ 26 年度

□ 無 　政　　策
〔

〕 □ □ １年 □

 19年度 20年度  21年度 22年度

女性が被害者となる犯罪認知件数

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

県民安全

平　成　２３年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

日本一の安全・安心（治安向上から治安実感
へ）

その他 そ の 他

所　　属 安全環境部 部（庁）

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言の
 位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 女性の安心実感サポート事業

[事業目的]

　　女性が安心を実感するため、女性の防犯隊参加を市町に働きかけ、女性の目線に立ったきめ細かい防犯対策を推進するとともに、女性が被害に遭いやすい場所を重点的に地域住民が重点的に警戒活動
を実施する。

含まれる事業数

事 業
区 分

国　庫 実行予算

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

法定受託事務

（１）地域住民によるパトロール
・小学校区（２０２校区）を単位として、地域住民が女性防犯隊のアドバイスを受けながら、人通りのないバス停、無人駅、高架下、民家のない暗い道路等、女性を狙った犯罪が起こりやすい場所を検証
し、重点的に辻立ちやパトロールなどの活動を実施
（２）女性の市町防犯隊への加入促進
・既に女性防犯隊を設置している３市（小浜市、あわら市、越前市）における活動を、未設置の市町の女性が見学、体験することにより加入促進

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

決 算 額 の 推 移 8,323 0.0%

区　　　　　　分 23年度 平均伸び率

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 8,323 0.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 8,323 0.0%
目標値、指標の積算根拠等

Ⅱ

事業効果 指標

活動 女性が被害に遭いやすい危険箇所数

の推移 成果 19 0%

609 0%

Ⅱ

指標

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

△ 80

一　般　財　源 8,323

[事業の評価]

所属の

方　針

予　算　額　（単位：千円） 8,323

そ の 他

終期の見直し
［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　今後とも、危険箇所に目を配ったパトロールにより女性の安全・安心を確保するとともに、市町
安全安心センターと地域住民が一丸となったパトロールで防犯意識の高揚を図る必要がある。ま
た、女性の加入促進を図るには、もっと女性防犯隊の活動を知ってもらう必要がある。 見　直　し　額

拡　　充

千　円

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

縮　　減 □

□

■

□ 廃　　止

　地域住民を巻き込んでパトロールを行うことにより、女性の安全安心の確保に加え、地域住民の
防犯意識を高めることができた。また、女性防犯隊設置市において活動体験会を開催し、未設置市
町の防犯隊長や防犯活動に関心のある女性が参加・体験することで、女性の防犯隊加入の機運を高
めることができた。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

□ 整理統合

－４－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 青尐年育成 Ｇ

1 □ ■ S39 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 48 年 □

［事業内容］

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

1,306 1,306 1,168 1,404

1,306 880 820 1,136

1,254 793 792 814

7 6 6 6

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

拡　　充
　福井県青尐年愛護条例で優良興行・優良図書の推奨、有害図書等の指定等を行う際には審議会
の意見を聴くことが規定されている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減 □ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　条例の規定に基づき、引き続き事業を実施する必要がある。

見　直　し　額

一　般　財　源 816

[事業の評価]

　条例に基づく審議会の開催により、青尐年指導、育成、保護および矯正に関する
総合的施策の樹立に必要な事項、ならびに知事の諮問に応じた調査審議を行い、
青尐年の健全な育成を図っていく。

財源内訳

国　　　　　庫

予　算　額　（単位：千円） 816 　福井県青尐年問題協議会を平成１６年３月３１日付で廃止し、平成１６年４月１
日より青尐年愛護審議会にその機能を統合

区　　　　　　分 平成２３年度予算額

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

※優良興行・優良図書・有害図書等は、指定件数が青尐年健全育成の成果を示すものではない
ため、成果指標は設定しない。

〕　　　＝　　　〔

活動

指標

の推移 成果

-7.3%

※通常６回開催（H19は条例改正関連で特別に全体会を１回多く開催） Ⅱ

事業効果 指標

平均伸び率

審議会開催回数（部会、全体会） 6 0.0%

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,404 2.4%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 816

事務区分

法定受託事務

[事業目的]

　青尐年の健全な育成を図るとともに、これを阻害するおそれのある行為を防止することによって、青尐年の福祉の向上を図ることを目的とする。

決 算 額 の 推 移 717 -11.5%

区　　　　　　分 ２３年度

補 助 金 経過年数

事      業      名 青尐年愛護審議会運営経費 含まれる事業数

目標値、指標の積算根拠等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

所　　属 安全環境部 部（庁）

その他

　青尐年愛護審議会の開催
　　委員　２０名
　　会議　審議会（全体会）　年２回
　　　　　部会　　　　　　　年４回

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単
事 業
区 分

国　庫 実行予算

そ の 他

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

県民安全

－５－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 青尐年育成 Ｇ

1 □ ■ S43 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 44 年 □

［事業内容］

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

158 195 166 195

158 195 166 195

136 183 166 195

300 145 300 145

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

拡　　充
　「青尐年指導者ハンドブック」は、県内の青尐年育成に携わる者にとっての参考書的役割を果
たしており、また、「福井の青尐年」については、本県の青尐年白書の役割を果たしている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減 □ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　資料の作成・配布により、青尐年に関する情報を提供し、広く青尐年の健全育成を推進してい
く必要がある。

見　直　し　額

一　般　財　源 166

[事業の評価]

　青尐年に関する資料をとりまとめ、審議会等を始めとした様々な機会で活用するこ
とにより、青尐年に関する総合的施策の推進を図ることができる。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 166 　活動記録を取りまとめた内容が中心の「青尐年の実践活動記録」は平成１４年
度で発行を止め、活用頻度の高い「青尐年指導者ハンドブック」「福井の青尐年」
を隔年で発行している。
　電子媒体による資料提供や配布先の見直し等により、印刷部数の削減を図っ
た。

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

※目標値を設定することが困難なため、特記事項に記載

〕　　　＝　　　〔

活動

指標

の推移 成果

2.8%

23年度は「青尐年指導者ハンドブック」を発行 Ⅰ

事業効果 指標

平均伸び率

冊子発行部数 300 27.6%

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 166 2.8%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 166

事務区分

法定受託事務

[事業目的]

　青尐年に関する基本的な情報、データ等をまとめた資料を作成し、青尐年健全育成活動の推進に資する。

決 算 額 の 推 移 125 1.7%

区　　　　　　分 ２３年度

補 助 金 経過年数

事      業      名 健全育成思想普及経費（青尐年行政情報収集） 含まれる事業数

目標値、指標の積算根拠等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

所　　属 安全環境部 部（庁）

その他

　青尐年健全育成に関する冊子の作成、印刷
　　「青尐年指導者ハンドブック」（H23）
　　※隔年制で２種類の冊子を発行
　　　その他の冊子　「福井の青尐年」

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単
事 業
区 分

国　庫 実行予算

そ の 他

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

県民安全

－６－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 青尐年育成 Ｇ

1 □ ■ H21 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 3 年 □

［事業内容］

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

4,035 6,147

4,035 6,147

4,035 6,147

450 400

500 450

637 568

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△ 899 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

拡　　充
  青尐年健全育成について、関係者の研究・討議の場を設けることや啓発・広報等を行うことに
より、青尐年健全育成の気運の醸成を図ることができた。
　県内中学校の多数の生徒の参加、および中学校生徒を聴衆とする発表を実施することにより、
尐年に社会の一員としての自覚を広く促している。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

■ 縮　　減 □ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

  青尐年健全育成には、全県的な気運の醸成が必要であることから、大会内容の充実や広報・啓
発活動の強化により、県民の気運の醸成に努めていきたい。
青尐年が意見や考えを発表する貴重な機会であるため、各市町教育委員会や中学校と連携し、今
後もより多くの中学生の参加が得られるよう検討を行いながら引き続き実施していきたい。

見　直　し　額

一　般　財　源 5,813

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 5,813
22年度～　強調月間における広報手段の見直し
　　　　　　　　　（ラジオスポット＋新聞広告　→　高校性出演によるテレビスポッ
ト）

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

-7.5% 会場でアンケートにより確認 Ⅳ

〕　　　＝　　　〔

活動

指標

の推移 成果 内容を理解した人数 544

23.5%

400人程度の参加者数の確保（開催会場の収容人数により変動する） Ⅰ

事業効果 指標 研究大会への参加人数 230 -29.5% 400人程度の参加者数の確保（開催会場の収容人数により変動する） Ⅳ

平均伸び率

県民大会への参加人数 570 15.7%

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 5,813 23.5%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 5,813

事務区分

法定受託事務

[事業目的]

　青尐年の健全育成を図るため、青尐年の非行問題に取り組む全国強調月間（７月）および青尐年健全育成月間（１１月）に大会を開催するとともに、青尐年育成関係者の意識啓発を図る。
　また、青尐年に係る健全育成機運の醸成を図るための啓発活動を行い、広く県民の理解と協力を得て青尐年育成運動の推進を図る。

決 算 額 の 推 移 5,813 23.5%

区　　　　　　分 ２３年度

補 助 金 経過年数

事      業      名 青尐年育成運動推進事業 含まれる事業数

目標値、指標の積算根拠等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

所　　属 安全環境部 部（庁）

その他

　１　青尐年育成研究大会の開催　　　　　〔(1)時期　平成23年7月　 　(2)内容　分散会、全体会、講評〕
　２　青尐年育成県民大会の開催　　　　　〔(1)時期　平成23年11月　　(2)内容　対談、大会宣言　　　〕
　３　月間における広告等による意識啓発
　４　青尐年健全育成標語の募集
　５　「尐年の主張コンクール」の開催委託
                             　　　　　　　　　　　　〔委託先:青尐年育成福井県民会議〕

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単
事 業
区 分

国　庫 実行予算

そ の 他

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

県民安全

－７－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 青尐年育成 Ｇ

1 □ □ S43 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 44 年 □

［事業内容］

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

3,626 3,625 3,687 3,642

3,626 2,740 3,633 3,584

3,626 2,740 3,633 3,584

503 482 503 486

5,250 5,400 5,419 5,423

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

拡　　充
　景気の低迷により個人会員、企業会員数は減尐傾向にあるものの、家庭の日「家族ふれあい推
進事業」の推進等、青尐年育成福井県民会議が推進する県民運動が、徐々に県民に広がってきて
いる。 ■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減 □ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　青尐年を取り巻く社会環境が大きく変化する中、青尐年を健全に育成していくためには、地域
に根ざした青尐年健全育成運動は不可欠であり、青尐年育成福井県民会議による地域の教育力強
化を目指した青尐年健全育成のための諸活動を引き続き支援し、社会全体で青尐年の健全育成を
図っていくことが必要である。

見　直　し　額

一　般　財　源 3,650

[事業の評価]

青尐年育成県民会議－昭和41年結成、行政機関における青尐年対策と車の両輪と
なって、県民総ぐるみによる民間運動の展開を推進
【青尐年育成運動の方向づけ】青尐年育成国民会議（S41.5～）⇔
【県における育成運動の方向づけ】青尐年育成福井県民会議（S41.11～）⇔
【地域における方向づけ】青尐年育成市町民会議（県内17市町　S58～）
社会全体が一体となった青尐年健全育成運動展開のため、組織のあり方等を検討

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 3,650 平成13年度～　明るい家庭づくり啓発委託事業の見直し（補助金化）
平成15年度～　国庫補助の廃止
平成15年度～　平成18年度　運営補助金の段階的廃止

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

※目標値を設定することが困難なため、特記事項に記載

〕　　　＝　　　〔

活動

指標

の推移 成果

2.2%

年度末会員数（団体・個人・企業の合計） Ⅲ

事業効果 指標 地域のおじさん、おばさん登録者数 5,490 1.1% 年度末会員数 Ⅱ

平均伸び率

会員数 435 -3.4%

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 3,650 0.2%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 3,650

事務区分

法定受託事務

[事業目的]

　広く県民の総意を集め、次代を担う青尐年の健全な育成を図るため、青尐年育成県民運動を展開する青尐年育成福井県民会議に対し助成する。

決 算 額 の 推 移 3,595 1.8%

区　　　　　　分 ２３年度

補 助 金 経過年数

事      業      名 青尐年育成県民運動支援事業 含まれる事業数

目標値、指標の積算根拠等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

所　　属 安全環境部 部（庁）

その他

　青尐年育成支援事業補助金
　　補助事業者　　青尐年育成福井県民会議
　　補助対象事業　県民運動活性化事業
　　　　　　　　　・県民会議推進事業
　　　　　　　　　・県民運動普及資料作成事業
　　　　　　　　　・市町民会議の指導助成　　他

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単
事 業
区 分

国　庫 実行予算

そ の 他

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

県民安全

－８－



別紙１
■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 交通安全県民安全 Ｇ・Ｔ

1 □ □ 17 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 7 年 □

 １9年度  20年度  21年度 22年度

19,793 19,056 17,817 17,026

16,500 15,372 15,556 14,510

16,317 14,849 15,363 14,115

46,500 46,600 48,000 48,000

190 216 160 224

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

県民安全

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

日本一の安全・安心（治安向上から治安実感
へ）

その他 そ の 他

所　　属 安全環境 部（庁）

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言の
 位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 子ども安心県民作戦

[事業目的]

　県、県教育委員会、県警察、地域住民などの連携・協力により、登下校時等の子どもに対する見守り活動を推進し、子どもの安全・安心を確保する。

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

法定受託事務

-7.6%

区　　　　　　分 23年度 平均伸び率

11,802 -7.8%

当 初 予 算 額 の 推 移 13,994 -8.1%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動参加者数 48,000 0.8%

　1　小学生の登下校時などに自宅前や通学路の要所に立ち、巡回等を実施（全２０２小学校区）
　2　中学生の安全確保の活動を実施（全７６校区）
　3　コンビニエンスストア、ガソリンスタンドなどの協力を得て、緊急の際の子どもの避難所として、保護・通報体制を強化
　4　小学校新入生を対象に防犯ブザーを配布し、小学校区ごとに対応訓練を実施（県警察本部が実施）
　5　子どもが「子ども１１０番の家」を巡るウォークラリーの開催
　6　参加者と子どもの交流の場として「感謝のつどい」の開催
　7　活動参加者の保険料に対する支援

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

結果分類目標値、指標の積算根拠等

決 算 額 の 推 移 11,751

Ⅱ

事業効果 指標

活動

の推移 成果 Ⅱ

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

4.4%声かけ事案等の件数(暦年） 201

計 画 の 達 成 状 況

指標

11,802

特　記　事　項

H２１　小学生保護者向けパンフレットの配布
H２２　中学生および保護者向けパンフレット配布

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

予　算　額　（単位：千円）

11,802

□ 休　　止 □

■ 縮　　減 □ 終期の見直し

完　　了所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　登下校時等の子どもの安全を確保するためには、継続的な取組みが必要であることから、地域ぐ
るみでの小学生に対する見守り活動や中学生の安全確保の活動を引き続き実施するとともに、子ど
もの親世代の参加促進、更には子どものいない家庭に対する活動参加の呼びかけなど、その充実・
強化を図っていきたい。

見　直　し　額

　市町、警察、学校等の関係機関が地域住民と協力し、県下全小学校で地域ぐるみの子どもに対す
る見守り活動に取り組むことにより、不審者が出没しにくい環境づくりを進めることができた。ま
た県下全中学校で安全確保の活動を行った。 □ 継　　続

拡　　充

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

△ 161 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－９－



別紙１
■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 交通安全県民安全 Ｇ・Ｔ

3 □ ■ 16 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 8 年 □

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

2,860 2,233 2,166 2,318

1,960 1,698 1,628 1,737

1,964 1,668 1,627 1,512

― 318 334 336

632 632 594 519

4719 4910 4856 4711

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△ 818 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

拡　　充
街頭補導・マナー指導等を実施することは、青尐年の非行防止の一助となった。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

■ 縮　　減 □ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

街頭補導・マナー指導、特に高校生の自転車運転マナー等を実施することにより、近年の非行尐年
の減尐傾向を維持していく必要がある。

見　直　し　額

一　般　財　源 939

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 939 H16～18　青尐年非行防止・マナーアップ推進事業
H19～21　青尐年規範意識向上推進事業へ組替え
H22～　　非行防止対策経費へ組替え

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

-2.5% Ⅱ

Ⅲ

〕　　　＝　　　〔

指標 不良行為尐年　　※年計 4786 0.4%

の推移 成果 非行尐年数　　　※年計 563

Ⅰ

事業効果 指標

活動 一斉キャンペーン参加者数 383 6.5%

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,493 -13.4%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 939 -14.2%
目標値、指標の積算根拠等

（１）「青尐年非行防止一斉行動」実施事業
　　　　・一斉街頭補導活動
（２）「非行防止一斉キャンペーン」実施事業
　　　　①街頭啓発活動
　　　　②非行防止ポスターの作成・掲示
（３）「マナー意識向上活動」実施事業
　　　　①マナーアップ指導（公共交通機関内での一斉マナー指導）
　　　　②非行事例集の作成

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

決 算 額 の 推 移 939 -15.6%

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

[事業目的]

非行の減尐傾向の定着を図るため、青尐年の非行防止に関する県民の意識の高揚を図り、県民総ぐるみで育成および非行防止に向けた環境づくりを推進する。

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

法定受託事務

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 非行防止対策経費

その他 そ の 他

所　　属 安全環境 部（庁） 県民安全

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

－１０－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 青尐年育成 Ｇ

1 □ □ S43 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 44 年 □

［事業内容］

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

4,120 4,099 4,075 4,056

4,120 4,099 4,075 4,056

4,120 4,099 4,075 4,056

4,829 5,160 5,135 5,086

12,751 13,076 12,919 12,764

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△ 41 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

拡　　充
　市町村合併に伴う補導員数の減尐により、街頭補導実施回数、街頭補導活動人数は減尐した
が、各センターで効果的な補導時間帯および場所の選定を行い補導の強化を図っている。補導件
数や相談件数は高水準で推移しており、これは各市町における愛護センターの必要性を示すとと
もに、各センターが積極的に取り組んでいる姿勢の現れである。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

■ 縮　　減 □ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　不良行為尐年のうち、深夜はいかい、喫煙等は依然高い割合を占めており、これを抑制するためにはセンターが実施する街
頭補導等の地域に根付いた地道な活動が必要不可欠である。このため、引き続き各センターの行う非行防止活動等を支援して
いく必要がある。また、青尐年の行動範囲や行動様式等の変化に対応するため、関係機関・団体と連携協力を図り、非行防止
に向けた県下一斉の活動を展開していく必要がある。 見　直　し　額

一　般　財　源 4,031

[事業の評価]

青尐年の行動の広域化に伴い、全ての市町において補導活動が行われることが必
要である。
○青尐年愛護センターの活動地域
・広域組合設置センター（丹南青尐年愛護センター　５市町　奥越青尐年愛護セン
ター　２市）　　・市町設置センター　１０市町
○Ｈ１６年度から国庫交付金廃止

財源内訳

国　　　　　庫

予　算　額　（単位：千円） 4,031 ～Ｈ７　　国庫補助金
Ｈ８～　　国庫交付金
Ｈ１３～　相談事業・環境浄化事業の必須化
Ｈ１５～　人口規模に応じて選択事業を２段階とする
　　　　　　（人口３万人以上：３事業、３万人未満：２事業）
Ｈ１７～　必須事業は２事業、選択事業は３事業のうち２事業を選択とする

区　　　　　　分 平成２３年度予算額

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

※　青尐年愛護センターの活動は青尐年健全育成の一助となっているが、直接的に非行や不良
行為の防止につながるものではないため、成果指標は設定しない。

〕　　　＝　　　〔

活動

指標

の推移 成果

-0.5%

Ⅱ

事業効果 指標 街頭補導活動人数 0.0% Ⅱ

平均伸び率

街頭補導実施回数 1.8%

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 4,031 -0.5%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 4,031

事務区分

法定受託事務

[事業目的]

　県下５市２組合５町が設置している青尐年愛護センターが実施する事業に対し助成を行い、青尐年の非行防止と健全育成を図る。

決 算 額 の 推 移 4,031 -0.5%

区　　　　　　分 ２３年度

補 助 金 経過年数

事      業      名 青尐年愛護センター補助金 含まれる事業数

目標値、指標の積算根拠等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

所　　属 安全環境部 部（庁）

その他

　市町青尐年愛護センターが行う次の事業に対して助成する。
　１　街頭補導事業
　２　必須事業（２事業）
　　　　(1)相談事業（相談事例集作成含む）、(2)環境浄化事業（フィルタリングシステム普及啓発・青尐年を取り巻く環境等実態調査を含む）
　３　選択事業（２事業を選択）
　　　　(1)地域懇談会、(2)非行防止・健全育成啓発事業、(3)善行青尐年表彰

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単
事 業
区 分

国　庫 実行予算

そ の 他

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

県民安全

－１１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 青尐年育成 Ｇ

3 □ ■ H23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

［事業内容］

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

拡　　充
　家族で参加する地域イベントや、「家庭の日・家族ふれあいデー」への協力店舗等を募集した
ことにより、家族のふれあい時間（家族時間）の伸長を促進し、青尐年の健全育成の一助となっ
た。 ■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減 □ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　さらに県民参加型のフォーラムを開催するほか、協力事業所による活動を広く県民に周知する
ことにより、活動を活発化させ、青尐年の健全育成への気運を高めていく必要がある。

見　直　し　額

一　般　財　源

[事業の評価]

　　地域ぐるみで家族で共に過ごす時間をふやし、家族のふれあいを高めることが、
青尐年育成環境の改善につながり、健全育成の一助となる。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 2,801

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 2,801

区　　　　　　分 平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

※目標値を設定することが困難なため、特記事項に記載

〕　　　＝　　　〔

活動

指標

の推移 成果

0.0%

家族が一緒に訪れる可能性のある県内の店舗等 Ⅱ

事業効果 指標

平均伸び率

協力店舗数 517 0.0%

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 2,801 0.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 2,801

事務区分

法定受託事務

[事業目的]

　青尐年の健全育成には家庭教育の充実が必要であることから、「家庭の日（毎月第３日曜日）」を活用して、家族のふれあいを大切にする意識の浸透を図り、県民と家庭とのふれあい時間の伸長を図
る。

決 算 額 の 推 移 2,801 0.0%

区　　　　　　分 ２３年度

補 助 金 経過年数

事      業      名 地域で育む家族ふれあい支援事業 含まれる事業数

目標値、指標の積算根拠等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

所　　属 安全環境部 部（庁）

遊ばせ上手の子育て家族 その他

（１）「家族ふれあいイベント」の募集
（２）「ふくい家族ふれあいフォーラム」の開催
（３）「家庭の日・家族ふれあいデー」への協力店舗等の募集
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔青尐年育成福井県民会議への委託〕

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

若者のチャレンジと女性の活躍を応援 県　単
事 業
区 分

国　庫 実行予算

そ の 他

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

県民安全
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 青尐年育成 Ｇ

3 □ ■ H23 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 24 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 1 年 □

［事業内容］

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

事 業
区 分

国　庫 実行予算
事業終了
予定年度

その他

（１）日中の巡回指導
　　　登校時間から下校時間にかけて、主要駅周辺や繁華街における巡回指導、および公共交通機関におけるマナー指導、ならびに有害図書等取扱店舗への立ち入り調査を実施。
（２）深夜の巡回指導
　　　夏季休業期間中（７月、８月）の深夜（午後１１時～翌日４時）に、カラオケボックス、コンビニ等の深夜営業施設において、青尐年の深夜徘徊を効率的に発見して帰宅を促す。
（３）店舗内掲示物整備
　　　非行防止のポスター等を作成・配布し、青尐年へ注意しやすい環境にする。

県民安全

そ の 他

所　　属 安全環境部 部（庁）

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単
事　業
開　始
年　度

　駅周辺や繁華街において、登下校時間帯を中心に行政、教育機関、ボランティアによる街頭補導を行っているが、警備業者に委託して常時巡回することにより指導を強化するとともに、店舗等との協力
体制を構築して青尐年の非行防止を徹底する。

決 算 額 の 推 移

区　　　　　　分 ２３年度

目標値、指標の積算根拠等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

平均伸び率

事務区分

法定受託事務

[事業目的]

補 助 金 経過年数

事      業      名 非行防止運動支援事業 含まれる事業数

深夜の巡回指導の実施日数 175 0.0%

0.0%
結果分類

当 初 予 算 額 の 推 移 14,347 0.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 7,741

Ⅱ

事業効果 指標

活動

〕　　　＝　　　〔

の推移 成果 巡回指導による非行防止効果の有無 70.4%

指標

平成２３年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

0.0% カラオケボックス・コンビニ等に対するアンケート項目（年４回実施） Ⅱ

国　　　　　庫

7,741

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 7,741
　夜間の巡回指導の期間を７月及び８月の２か月に、１０～３月の６か月間を追
加。

区　　　　　　分

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

日中・夜間の巡回を通年実施するとともに、実施時間帯を見直すことで、効果拡大を図る。

見　直　し　額

拡　　充
本事業により、青尐年補導員や見守り隊等の活動では対処できない深夜における青尐年へ声掛け
や、子ども達が立寄りやすい各種店舗の従業員などへの協力依頼を行ったことにより、青尐年と
事業者双方への啓発がなされ、現場で活動する青尐年補導員等の活動への支援がなされた。 □ 継　　続 □

一　般　財　源

　　青尐年のはいかい、不良行為を減らすことで、青尐年育成環境の改善につなが
り、健全育成の一助となる。

財源内訳

□ 整理統合

休　　止

その他特定財源

■ 縮　　減

□ 廃　　止

[事業の評価]

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

終期の見直し

そ の 他

□ 完　　了

△ 2,343 千　円

□

□

－１３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 交通安全･県民安全 Ｇ

3 □ ■ H23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 25 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

　高齢者交通安全推進月間（９月）を中心に病院やイベント会場等での靴等に直接反射材を貼付
する活動や高齢者の交通安全教室を開催することにより、高齢者の交通安全意識の向上が図られ
た。 ■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　反射材直接貼付活動を通年展開することで、早期に高齢者の交通事故防止を呼びかける必要が
ある。

見　直　し　額

拡　　充

一　般　財　源 1,167

[事業の評価]

□ 縮　　減 □ 終期の見直し

所属の

方　針

予　算　額　（単位：千円） 1,167

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

〕　　　＝　　　〔

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅱ

0.0% Ⅱの推移 成果 高齢者の交通事故件数　※年計 660

ポスターの掲出による啓発（枚） 3,450 0.0%事業効果 指標

Ⅱ

Ⅱ

交通安全講習会の参加者数 3,100 0.0%

0.0%

決 算 額 の 推 移 1,152 0.0%

活動 反射材貼付者数 44,967 0.0%

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,167 0.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,167

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

（１）　「反射材ピカピカ１０万人作戦」の実施
　　　　・街頭や量販店等での靴等に直接反射材を貼付する活動、「交通安全ピカピカ体操」による反射材貼付指導
　　　　・「ピカピカキャラバン隊」を設け、キャラバン車で巡回しながら病院やイベント会場を訪問し、直接反射材を貼付
（２）　「見て！知って！やってみよう！」高齢者交通安全教室の開催
　　　 公民館や保養施設等で交通安全マナーの実践指導や交通安全寸劇、紙芝居による交通安全指導、交通安全マスコット作りを通じて、交通安全意識を醸成
（３）　高齢者交通安全推進月間広報事業
　　　 高齢者交通安全推進月間（９月）に、高齢者や運転者が集まるような場所に集中してポスターを掲示

（単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

法定受託事務

[事業目的]

　街頭や量販店等において高齢者に直接反射材を貼付する「反射材ピカピカ１０万人作戦」の実施や、高齢者を対象にした交通安全教室等を実施し、高齢者の交通死亡事故の抑止を図る。

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 シルバー交通安全対策事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

日本一の安全・安心（治安向上から治安実感
へ）

その他 そ の 他

所　　属 安全環境 部（庁） 県民安全

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 交通安全･県民安全 Ｇ

2 □ ■ H14 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 25 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 10 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

4,666 4,666 2,645 3,121

4,666 4,666 2,645 3,121

4,666 4,666 2,645 3,121

ー ー ー ー

244 244 139 162

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

縮　　減 □

千　円

そ の 他整理統合 □ 廃　　止 □

終期の見直し拡　　充
　広報隊や交通安全パートナー事業所等がテレビおよび街頭啓発活動を通して交通安全を訴えか
けることで、県民に対し強く交通事故への注意を促すことができた。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

□

　

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　交差点での交通事抑止のため、引き続きテレビ等の広報媒体を活用するとともに、特に事故の
多い交差点を中心に広報隊等による交通安全活動を行う必要がある。

見　直　し　額

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
□

[事業の評価]

　交差点での事故防止を広く県民に広報することで交通事故防止に取り組む。

財源内訳

国　　　　　庫

3,721 ・テレビ、ラジオ、新聞、ポスター等による広報（～１５年度）
・ラジオによる広報（１６年度～）
・放送回数の見直し（２１年度～）
・テレビによる広報の追加（２２年度～）
・広報隊等による交差点等での交通安全活動の追加および親子教室（２３年度
～）一　般　財　源 3,721

〕　　　＝　　　〔

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成23年度予算額

その他特定財源

活動 親子で体験交通安全教室参加者数 503

事業開始後の見直し状況

計 画 の 達 成 状 況

指標

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

※目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

Ⅱ

事業効果 指標 ラジオ等広報回数 162 -6.6%

親子で体験交通安全教室の追加（H23～）

Ⅳ

0.0%

放送手段・放送回数の見直し(H21～)

の推移 成果

（単位：千円）

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 3,674 -1.9%

所　　属 安全環境

3,721 -1.5%

3,721

国　庫

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

[事業目的]

事 業
区 分

　依然として交差点事故が多いことから、運転者に対する交差点付近での広報活動や親子教室を実施し、交差点における事故を防止する。

含まれる事業数 自 治 事 務事      業      名

県民安全部（庁）

-1.5%
目標値、指標の積算根拠等

（１）　「よく見て！交差点」広報隊等による交差点等での交通安全活動
　　　・「よく見て！交差点」広報隊等が交通事故多発交差点やイベント会場での啓発活動を実施：10回／年
　　　・親子で交通安全教室：小学生の親子500人、県内5地域
（２）　県民参加型のテレビ放送およびラジオ放送による広報啓発
　　　・テレビ放送
　　　　事故が特に多い年末等の前月を集中的に、県民が参加する交差点事故防止のスポット放送（放送局：民放2局、放送形態：1日2回程度　スポット15秒×50回×2社）
　　　・ラジオ放送
　　　　聴衆率が最も多い朝の通勤時間帯に、交通情勢に応じた注意喚起を実施（放送局：民放1局、放送形態：週1回通年　スポット20秒×48回）

[予算額および指標の推移等]

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

経過年数

［事業内容］

元気な社会

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

事業終了
予定年度

そ の 他

事　業
開　始
年　度

事務区分

交差点事故防止事業

日本一の安全・安心（治安向上から治安実感
へ）

補 助 金

その他

県　単

法定受託事務

実行予算
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 交通安全･県民安全 Ｇ

2 □ ■ H23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 25 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　 　

　 　 　 　

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

拡　　充
　高校生に対して、自転車シミュレーターを活用した交通安全指導および自転車ルールの講習を
行うとともに、安全で安心にかしこく（スマート）自転車を利用するスマートサイクルを宣言
し、安全運転の実践・普及を推進した。 ■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減 □ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　自転車事故の多い高校生だけでなく、一般県民にも自転車の交通安全ルールを普及啓発するた
め、広く自転車講習会を実施する必要がある。

見　直　し　額

一　般　財　源 271

[事業の評価]

　

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 271 　

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

　 　 　

〕　　　＝　　　〔

指標

の推移 成果 　 　

　 Ⅱ

事業効果 指標

活動 スマートサイクル講習会参加者数 5,280 0.0%

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 494 0.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 271 0.0%
目標値、指標の積算根拠等

（１）　高校生に対するスマートサイクル講習会の開催
　　　　　・自転車シミュレーターを活用した交通安全指導および自転車交通ルールについての講習を実施する。
　　　　　・高校生を安全で安心にかしこく（スマート）自転車を利用する「スマートサイクル」を宣言し安全な運転を実践する。
（２）　小・中・高校生等に対する自転車保険普及啓発
　　 　・自転車事故による被害者の救済に資するため、自転車保険の必要性の普及を図り、より安全な自転車利用を推進する。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

決 算 額 の 推 移 271 0.0%

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

[事業目的]

　特に自転車事故の多い高校生に対して、自転車交通安全講習会を実施するとともに、自転車事故による被害者救済のための自転車保険の普及啓発を推進し、自転車事故を抑止する。

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

法定受託事務

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

元気な県土 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 スマートサイクル普及啓発事業

県土に活気の高速交通時代 その他 そ の 他

所　　属 安全環境 部（庁） 県民安全

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 交通安全･県民安全 Ｇ

1 □ □ Ｓ49 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 38 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

630 630 630 630

630 630 630 630

630 630 630 630

3 3 3 3

264 238 194 181

889 793 766 757

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

拡　　充
　県内を３ブロックに分けて研修会を実施することにより、交通安全指導者としてブロックごと
の実状を踏まえた知識等を習得できる。推進大会では各ブロックにおける活動等の情報交換等を
行うことにより、県域で一体となった交通安全母親活動を推進することができる。 ■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減 □ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　子どもや高齢者の交通事故防止に果たす家庭の役割は大きいことから、母親交通安全指導者の
育成と資質の向上を通じて、子どもや高齢者の交通安全活動の充実・強化を図っていく必要があ
る。 見　直　し　額

一　般　財　源 630

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫 0

その他特定財源 0

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 630 交通弱者交通安全対策推進事業（～12年度）
交通安全指導者育成事業に名称変更（13年度～）
委託事業から補助事業に変更（20年度～)

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

-8.1% Ⅰ

Ⅰ

〕　　　＝　　　〔

指標 高齢者の交通事故件数※年計 660 -7.1%

の推移 成果 子どもの交通事故件数（中学生まで）※年計 186

Ⅱ

事業効果 指標

活動 研修会開催回数 3 0.0%

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 630 0.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 630 0.0%
目標値、指標の積算根拠等

　家庭や地域における母親の交通安全活動を促進するため、福井県交通安全母の会連合会が行う研修等の開催に対して補助金を交付する。
　（１）交通安全母親活動者研修会
　　　  県内３地区（福井・高志・奥越・坂井、丹南、嶺南）で、総勢５００名程度の母親を対象とする研修会を開催する。
　（２）福井県交通安全母親活動推進大会
　　　  県内の母親を対象に、各地区の研修活動の成果発表を兼ねた県大会を開催する。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

決 算 額 の 推 移 630 0.0%

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

[事業目的]

　交通安全母親活動の育成を図ることにより、交通弱者である子ども等の交通事故を防止する。

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

法定受託事務

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 交通安全指導者育成事業

日本一の安全・安心（治安向上から治安実感
へ）

その他 そ の 他

所　　属 安全環境 部（庁） 県民安全

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

－１７－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 交通安全･県民安全 Ｇ

1 □ ■ Ｓ42 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 45 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

4,983 4,981 4,991 4,878

4,935 4,980 4,863 4,945

4,935 4,979 4,863 4,945

300 400 1,000 1,000

6,400 14,000 38,000 38,000

474 419 456 457

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

拡　　充
　交通事故被害者への援助等の必要性は依然として高い。
  また、最近は自転車事故による相談も増加傾向にあり、自転車事故の被害者、加害者に対し損
害賠償等の相談に応じる窓口として必要とされている。 ■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減 □ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　交通事故相談所における相談等による交通事故被害者への援助は必要であり、今後も、より効
果的な広報による交通事故相談所の周知徹底を図る必要がある。

見　直　し　額

一　般　財　源 4,425

[事業の評価]

　交通事故による被害者等の不安を解消する対策であるが、交通事故当事者の全
てが交通事故相談を必要としているものではなく、必要としている者の数が把握でき
ない。

財源内訳

国　　　　　庫 0

その他特定財源 546

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 4,971 ・常設相談所（福井、敦賀、小浜）、相談員５人（～１５年度）
・常設相談所（福井、小浜）、相談員４人（１６年度）
・常設相談所（福井）、相談員２人（１７年度～）
・ポスターの配布先を見直し（２３年度～）※病院・整形外科等を追加

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

-0.9% Ⅲ

※目標値についての考え方（特記事項）

〕　　　＝　　　〔

指標

の推移 成果 相談件数

Ⅰ

事業効果 指標 チラシの配布数（枚） 40,000 73.9% Ⅰ

活動 ポスターの配布数（枚） 2,000 70.8%

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 4,965 -0.1%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 4,971 0.2%
目標値、指標の積算根拠等

　福井県交通事故相談所の運営
　　　常設相談所１ヶ所（福井・電気ビル）
　　　移動相談所１ヶ所（敦賀・敦賀合同庁舎）　毎週火曜日
　　　相談員２名（非常勤嘱託）

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

決 算 額 の 推 移 4,971 0.2%

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

[事業目的]

　交通事故により被害を受けた者やその家族等からの損害賠償、更生、援護等についての相談に対応するとともに、必要な指導や助言を行うことにより、交通事故被害者等の福祉の向上を図る。

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

法定受託事務

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言の

 位 置 付 け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 交通事故相談所運営事業

日本一の安全・安心（治安向上から治安実感
へ）

その他 そ の 他

所　　属 安全環境 部（庁） 県民安全

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

－１８－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 消費・生活 Ｇ
3 □ ■ 21 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ 24 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 3 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

2,756 2,755

2,756 2,149

1,859 1,855

4 4

6 5

171 154

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

拡　　充
啓発講座等により消費者の意識が高まるとともに、消費生活相談窓口の対応力強化が図られた。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減 □ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

相談担当者のレベルアップを図るとともに、地域での各種講座に講師を派遣し、消費者問題への
意識啓発を図る。

見　直　し　額

一　般　財　源

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 2,110

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 2,110

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

-14.7% Ⅳ

〕　　　＝　　　〔

指標

の推移 成果 実務研修会の参加者数 124

Ⅱ

事業効果 指標 相談員養成者数 3 -28.3% Ⅳ

活動 実務研修会の開催回数 4 0.0%

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 2,464 -5.3%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 2,110 -11.9%
目標値、指標の積算根拠等

・地域で開催される消費者啓発講座等（出前講座）へ講師を派遣
・消費生活相談実務研修会の開催
・相談員養成事業の実施

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

決 算 額 の 推 移 2,024 4.4%

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

[事業目的]

県民の消費生活に関する様々な問題に対応するため、市町等が開催する啓発講座等への講師派遣など、消費者に対する啓発の充実を図る。

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

法定受託事務

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 「高めよう消費者力」出前講座事業

消費者の安全・安心 その他 そ の 他

所　　属 安全環境 部（庁） 県民安全

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

－１９－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 消費・生活 Ｇ・Ｔ
1 □ ■ 21 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ 24 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 3 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

5,977 6,481

5,019 4,994

4,625 4,665

480,000 480,000

4 4

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△ 252 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

拡　　充
消費生活に関する様々な情報をタイムリーに提供することで消費者の自立を促進した。
また、県内での消費トラブルを新聞広告により県下全域に周知することができた。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

■ 縮　　減 □ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

消費トラブル等消費者の視点に立って必要な情報の迅速な提供を継続し、消費者の自立を促進す
る必要がある。

見　直　し　額

一　般　財　源

[事業の評価]

成果目標について
　「くらしの情報ふくい」「緊急トラブル速報かわら版」の発行は、必要な情報を迅速に
提供することによって消費者の自立を支援し、消費者被害の未然防止を図ることが
目的であるため、目標値の設定は困難である。財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 4,830

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 4,830

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

※目標値を設定することが困難である

〕　　　＝　　　〔

指標

の推移 成果

Ⅱ

事業効果 指標 消費者トラブル防止かわら版掲載回数 4 0.0% Ⅱ

活動 情報紙発行件数 480,000 0.0%

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 6,481 4.2%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 4,830 -1.9%
目標値、指標の積算根拠等

・「くらしの情報ふくい」の発行（年１２回、月４０,０００部発行）
・「緊急トラブル速報かわら版」を発行し、悪質商法に関する情報を迅速に提供

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

決 算 額 の 推 移 4,326 -3.2%

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

[事業目的]

複雑・多様化する消費者問題に対応するため、消費生活に関する総合的な情報紙を発行するなど、消費者に対し情報を提供する。

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

法定受託事務

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 「くらしの安心」情報発信事業

消費者の安全・安心 その他 そ の 他

所　　属 安全環境 部（庁） 県民安全

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

－２０－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 消費・生活 Ｇ・Ｔ
1 □ ■ 22 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ 24 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 2 年 □

 1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

1,936

1,428

1,424

1

2

200

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

拡　　充
大学生の消費生活モニターによるインターネット上の表示等の調査結果を消費生活セミナーで発
表したり、ラジオで広報啓発を行うことで、若者自らが消費生活のトラブル防止を図っている。
教職員研修講座を行ったことにより、教員への消費生活情報の提供を行った。 ■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減 □ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

消費生活モニターの調査やセミナーの開催により、若い世代が消費生活トラブルに遭わないよう
に消費者力の向上を図る。

見　直　し　額

一　般　財　源

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 2,316

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 2,316 ２３年度～　ラジオによる広報啓発を実施

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

0.0% Ⅱ

〕　　　＝　　　〔

指標

の推移 成果 消費生活セミナー参加者数（人） 200

Ⅱ

事業効果 指標 消費生活関連講座開催回数 2 0.0% Ⅱ

活動 消費生活セミナー開催回数 1 0.0%

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 2,996 54.8%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 2,316 62.2%
目標値、指標の積算根拠等

・大学生による消費生活モニター（大学生３０人）
・若者を対象にした消費生活セミナーの開催（年１回）
・教員研修プログラムにおける消費生活関連講座の開設（年２回）
・ラジオ放送を利用したスポット放送を実施

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

決 算 額 の 推 移 2,312 62.4%

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

[事業目的]

消費生活モニターやセミナーへの参加を通して、高校・大学生を中心とした若い世代の消費者力の向上を図るとともに、ラジオ放送による広報啓発を行う。
教職員研修講座を充実することにより、教員への正確かつ迅速な消費生活情報の提供を行う。

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

法定受託事務

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 福井の若者消費者力アップ事業

消費者の安全・安心 その他 そ の 他

所　　属 安全環境 部（庁） 県民安全

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

－２１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 消費・生活 Ｇ・Ｔ
1 □ ■ 21 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ 24 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 3 年 □

 1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

2,109 2,192

2,034 1,765

1,682 1,577

6 11

434 308

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

拡　　充
県民の食の安全・安心に関する理解が深まっている。
消費生活相談窓口における食品表示・安全分野への対応力が強化されている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減 □ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

啓発講座を実施し、食の安全・安心に関する正しい知識の普及を図るとともに、相談窓口の対応
力をさらに強化する。

見　直　し　額

一　般　財　源

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 1,547

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 1,547 ２２年度～　消費者啓発講座の開催を年６回から８回に増やし、より多くの人が
参加できるよう見直し
２３年度～　相談員向け研修は、「高めよう消費者力」出前講座に集約

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

-20.5% Ⅳ

〕　　　＝　　　〔

指標

の推移 成果 消費者啓発講座参加者数 271

Ⅰ

事業効果 指標

活動

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,664 -10.1%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,547 -12.8%

平均伸び率区　　　　　　分

[事業目的]

消費者の安全・安心 その他

消費者啓発講座開催回数 9 32.6%

・消費者啓発講座(一般消費者を対象)の開催　年８回（視察研修　年２回を含む）
   　対象者：一般消費者

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

決 算 額 の 推 移

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

２３年度

目標値、指標の積算根拠等

1,547 -4.1%

法定受託事務

自 治 事 務

県民の食の安全・安心に関する意識を高めるため、食品表示等に関する講座等を開催する。

［事業内容］

事務区分福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 実行予算含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫

そ の 他

みんなで学ぶ食品表示
所　　属 安全環境 県民安全

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部（庁）

－２２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 消費・生活 Ｇ
1 □ □ 21 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 24 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 3 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

35,000 48,094

50,843 48,518

45,970 46,903

213 237

10,076 15,037

18 18

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△ 12,816 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

拡　　充
県民にとって身近な存在である市町の消費生活相談窓口の充実・強化が図れた。
講座を通じて県民に対する様々な消費生活に関する知識の啓発を図ることができた。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

■ 縮　　減 □ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

当該補助金を活用し、市町での相談体制の充実・強化をより一層進める必要がある。

見　直　し　額

一　般　財　源

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 38,465

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 38,465

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

2.8% Ⅱ

〕　　　＝　　　〔

指標

の推移 成果 相談員数 19

市町開催 Ⅰ

事業効果 指標 消費生活講座の参加者数 16,468 29.4% 市町開催 Ⅰ

活動 消費生活講座の開催回数 289 16.6%

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 40,234 10.5%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 38,465 -12.6%
目標値、指標の積算根拠等

地方消費者行政活性化交付金に定める支援メニューに基づいた事業に対して補助金を交付する。
＜支援メニュー＞
　（１）消費生活センター機能強化事業　　    （６）広域的消費生活相談機能強化事業　　　（11）一元的相談窓口緊急整備事業
　（２）消費生活相談スタートアップ事業　　  （７）食品表示・安全機能強化事業　　　    （12）消費者行政活性化オリジナル事業
　（３）消費生活相談員養成事業　　　　　　  （８）消費者教育・啓発活性化事業
　（４）消費生活相談員等レベルアップ事業 　 （９）商品テスト強化事業
　（５）消費生活相談窓口高度化事業　　　 　 （10）地方苦情処理委員会活性化事業
　
[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

決 算 額 の 推 移 38,465 -8.0%

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

[事業目的]

表示・取引・安全などの消費者をめぐる様々な問題に対応するため、消費者行政活性化基金を活用し、市町が行う消費者相談体制の充実や啓発への取組みを支援する。

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

法定受託事務

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 消費者行政活性化補助金

消費者の安全・安心 その他 そ の 他

所　　属 安全環境 部（庁） 県民安全

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

－２３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 消費・生活 Ｇ
2 □ ■ 19 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □  年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 5 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

2,796 3,598 3,436 3,381

2,612 3,644 3,392 3,542

2,120 3,476 3,220 3,518

4 4 4 4

 

2 3 2 2

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△ 146 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

拡　　充
積極的な行政指導により、消費者被害の抑止を図れた。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

■ 縮　　減 □ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

県内消費相談窓口および近隣県との連携を図り、不当な取引をする事業者の監視を強化する。必
要に応じて行政指導や行政処分を実施する。

見　直　し　額

一　般　財　源 2,907

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 300

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 3,207

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

4.2% Ⅱ

〕　　　＝　　　〔

指標

の推移 成果 行政指導等を行った件数 2

Ⅱ

事業効果 指標

活動 北陸三県悪質事業者対策会議開催回数 4 0.0%

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 3,194 4.3%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 3,207 6.9%
目標値、指標の積算根拠等

（１）消費者取引専門指導員の配置
　　　　事業者の調査、指導業務を専門に行う嘱託職員を配置する。
（２）悪質事業者の動向調査
　　　　国民生活センターとのネットワーク（PIO－NET、PIO－ALERT）により悪質事業者の全国的な動向・相談内容を把握する。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

決 算 額 の 推 移 3,207 14.3%

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

[事業目的]

　悪質事業者の全国的な動向を把握し、必要な場合には行政処分等を行うとともに、県民への迅速な情報提供を行う。

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

法定受託事務

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 悪質事業者対策強化事業

消費者の安全・安心 その他 そ の 他

所　　属 安全環境 部（庁） 県民安全

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

－２４－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 消費・生活 Ｇ・Ｔ
1 □ □ 16 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 8 年 □

 1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

2,137 2,137 2,137 2,137

2,137 2,137 2,137 2,137

2,137 2,137 2,137 2,137

1,000 1,000 1,000 1,000

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部（庁） 県民安全

・いきいき消費者フォーラムin２０１１
　時期　平成２３年５月
　場所　福井市
　内容　講演、事例発表、体験教室、循環社会推進課と共同による古本市
　　　　パネル展実施

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

実行予算

消費者の安全・安心

元気な社会 県　単 補 助 金

[事業目的]

「消費者総合フォーラム・交流展」を開催することにより、各消費者団体間の連携強化と消費者のさらなる意識向上を図る。

経過年数

所　　属 安全環境

事 業
区 分

事務区分

自 治 事 務国　庫消費者フォーラム・交流事業 含まれる事業数事      業      名

-2.5%

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度福井新々元気宣言に

おける位置付け

Ⅱ

［事業内容］

その他 そ の 他

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,922

-2.5%

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

決 算 額 の 推 移 1,922

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,922 -2.5%
目標値、指標の積算根拠等

※目標値を設定することが困難である

事業効果 指標

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

活動

の推移 成果

0.0%フォーラム来場者数（人） 1,000

指標

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

変化する消費者環境に対応するため、消費生活に関する正しい知識を提供し、また広く県民参加
を募ることにより消費者問題に関する意識の高揚が図られている

計 画 の 達 成 状 況

一　般　財　源 1,922

特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 1,922 平成１５年度までは県主体による県内２箇所（嶺北・嶺南）での開催
平成１６年度～消費者団体中心に構成される実行委員会による県内１箇所での
開催（開催地域は偏らないように配慮）
１８年度～開催日を１日に変更し、幅広い年齢層が参加できるように見直し
１９年度～消費者団体が直接消費者に普及啓発する場への見直し

□

□

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

これまで培われた消費者団体の連携を活かし、フォーラムを消費者団体が県民に直接啓発を行う
場とするとともに、県民が体験しながら学ぶことができるものとする。また、市町と共に他課と
も連携し、パネル展・街頭啓発等の関連事業を実施する 見　直　し　額

拡　　充

成果目標について
　消費者総合フォーラムを開催することによって各団体の連携の強化を図るととも
に、消費者の自立を促す。

△ 192 千　円

□ 継　　続 □ 休　　止

□ 整理統合 廃　　止

[事業の評価]

終期の見直し

そ の 他

□ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
□

■ 縮　　減

－２５－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 消費・生活 Ｇ

2 □ ■ H23 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 24 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 1 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△ 9,702 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

拡　　充
貸出用タペストリーやリーフレットを作成し、高齢者の消費生活トラブルの未然防止･拡大防止を
図るとともに、福祉・介護施設職員や民生委員等を消費生活サポーターとして養成し、地域や施
設での高齢者の見守りを強化した。 □ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

■ 縮　　減 □ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

対象者を拡充し、地域防犯活動関係者に対しても研修会や啓発を実施し、見守り体制の一層の強
化を図る。

見　直　し　額

一　般　財　源

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫 　

その他特定財源 9,418

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 9,418

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

0%

〕　　　＝　　　〔

指標

の推移 成果 消費生活サポーター養成数 152

事業効果 指標

活動 研修会の開催 4 0%

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 12,772 0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 9,418 0%
目標値、指標の積算根拠等

　　・消費生活サポーターの養成
　　・福祉・介護施設等での普及啓発の強化
　　　　　啓発用リーフレットの作成
　　　　　高齢者の中核施設となる地域包括支援センターに対する貸出用普及啓発用パネルの作成・配布

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

決 算 額 の 推 移 9,398 0%

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

[事業目的]

　　高齢者を狙った消費者トラブルの相談は年々増加しているため、高齢者等と日常的に接している福祉・介護施設施設職員等に対し普及啓発を強化し、消費生活相談体制の多様化を図る。

含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

法定受託事務

［事業内容］

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な社会 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 消費者トラブル防止事業

消費者の安全・安心 その他 そ の 他

所　　属 安全環境 部（庁） 県民安全

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

－２６－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 消費・生活 Ｇ

2 □ ■ S44 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 43 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

12,220 1,393 6,884 13,844

11,335 1,393 21,503 13,004

11,033 1,340 19,808 12,673

25,621件 17,445件 17,726件 14,382件

14,560人 11,680人 10,720人 9,500人

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 安全環境 部（庁） 県民安全

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 消費生活センター運営費 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

消費者の安全・安心

　　・消費生活センターの運営管理
　　・情報提供（各種啓発資料の発行、広報媒体への情報提供、パネル・ビデオの貸出、図書の閲覧等）
　　・パソコンの供用（インターネットによる情報収集等のため、パソコンを消費者の利用に供する。）
    ・活性化基金を活用したテスト機器や県民向け啓発機器の整備

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な社会

法定受託事務

[事業目的]

　　消費者への情報提供、学習の場の提供や相談対応の機能を備えた消費者支援施設として運営を図る。
　　また、消費者の安全・安心を確保するため、「福井県消費者行政活性化基金」を財源に、センター機能強化のための機器等の整備を図る。

［事業内容］

その他 そ の 他

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 4,589 85.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 9,340

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

322.1%

決 算 額 の 推 移 9,340 307.0%

目標値、指標の積算根拠等

ホームページアクセス件数 15,870件（見込） -9.7%

の推移 成果 センター来訪者数 9,800人（見込）

Ⅳ

事業効果 指標

Ⅳ-9.1%

活動

指標

国　　　　　庫

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

一　般　財　源 1,044

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 9,340

□

拡　　充

その他特定財源 8,296

[事業の評価]

・土日に情報提供等を開始（16年度～）
・ＡＯＳＳＡへ移転（19年度）
・職員１名減（20年度～）
・職員１名減（23年度～）

ＡＯＳＳＡ移転により、県民会館使用料が減額した。
19年度予算には、移転経費を含む。
21年度から活性化基金により、商品テスト機器類を整備し、消費相談窓口を強化

財源内訳

□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　展示、ホームページなどをさらに充実させるほか、県民への情報提供を強化し、消費生活に関
するトラブルの未然防止を図る一方、テスト機器等を利用した見学研修などによりセンターの認
知度を高める。 見　直　し　額

　来訪者の理解が深まるように展示手法などに工夫し、充実を図った。時宜にあった展示を行う
ことで、県民への情報提供の充実を図っている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □

縮　　減

整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

完　　了

千　円

－２７－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 消費・生活 Ｇ

1 □ ■ H13 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 11 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

6,253 6,387 5,916 5,916

6,253 6,387 5,916 5,916

6,039 6,123 5,911 5,911

27回 34回 26回 28回

1,084人 1,637人 1,530人 1,537人

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 安全環境 部（庁） 県民安全

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 消費生活講座２１事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

消費者の安全・安心

　　・くらしの専門講座
　　・商品テスト体験教室
　　・親子教室
　　・通信講座
　　・実修講座

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な社会

法定受託事務

[事業目的]

　消費者のニーズに的確に応える各種講座を開催することにより、消費生活に関する知識の普及と、かしこく自立した消費者およびリーダーの養成を図る。

［事業内容］

その他 そ の 他

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 5,948 -1.2%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 5,948

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

-1.2%

決 算 額 の 推 移 5,917 -1.2%

目標値、指標の積算根拠等

講座開催回数 30回 4.3%

の推移 成果 講座受講者数 1,530人（見込）

Ⅱ

事業効果 指標

Ⅰ11.1%

活動

指標

国　　　　　庫

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

一　般　財　源 5,948

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 5,948

□

拡　　充

その他特定財源

[事業の評価]

　・事業内容に出前講座を追加（15年度～）
　・くらしの講座の対象者および内容の変更（16年度～）
　・出前講座以外の各種講座を外部委託し、職員１名減（17年度～）

　・出前講座を「高めよう消費者力」出前講座事業として分離（21年度～）
　　　（18～20年度の講座回数、受講者数には出前講座含まず）

財源内訳

■

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

△ 2,492

□ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　民間団体の活力を活かした、より効果的な講座の企画・運営を行う。

見　直　し　額

　消費者の安心・安全への関心を高めるため、講座の企画を工夫し、受講の拡大を図るととも
に、悪質商法等によるトラブルの未然防止を図った。

□ 継　　続 □ 休　　止 □

縮　　減

整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

完　　了

千　円

－２８－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 消費・生活 Ｇ

4 □ ■ S44 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 43 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

38,012 34,872 35,382 34,674

36,258 34,438 34,273 34,927

36,150 34,351 34,132 34,868

11人 11人 11人 11人

7,102件 5,509件 4,362件 3,602件

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 安全環境部 部（庁） 県民安全

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 苦情処理体制強化費 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

消費者の安全・安心

　　・消費生活相談員を設置し、消費生活全般にわたる相談対応、苦情処理、あっせんを行う。
　　　　消費生活センター　８名
　　　　嶺南消費生活センター　３名
　　・相談員の資質向上のための研修の参加および実施
　　・建築士等による特別専門相談　　　毎月１回、高度な専門知識を要する相談についての助言を得る。
　　　　　［クレーマー対策、相続・登記関係、金融商品関係、接遇等］
　　・弁護士による事例研究会　　　毎月１回、複雑な相談の処理についての助言を得る。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な社会

法定受託事務

[事業目的]

　複雑な消費生活相談に対処するため、消費生活相談員の設置および苦情処理相談員（弁護士）等の設置を行う。
　また、「福井県消費者行政活性化基金」を財源に、複雑、高度化している消費生活に関する苦情処理のため、消費生活センターおよび嶺南消費生活センターにおいて、弁護士や建築士による特別相談の
実施や、相談員の処理能力を高めるための事例研究等の研修を行う。

［事業内容］

その他 そ の 他

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 34,929 -2.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 34,671

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

-1.1%

決 算 額 の 推 移 34,671 -1.0%

目標値、指標の積算根拠等

消費生活相談員数 11人 0.0%

の推移 成果 相談件数 3,700件（見込）

Ⅱ

事業効果 指標

Ⅳ-14.5%

活動

指標

国　　　　　庫

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

一　般　財　源 30,677

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 34,671

□

拡　　充

その他特定財源 3,994

[事業の評価]

　・嶺南消費生活センターの相談員を１名増員（14年度～）
　・土日に相談受付を開始（16年度～）
　・個人情報苦情相談窓口を開設し、相談員を１名増員（17年度～）
　・相談員を１名減（19年10月～）
　・嶺南地域における弁護士による特別相談および建築士等による特別専門相
談を開始

財源内訳

□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　相談内容の傾向を把握し、それに応じた相談体制の検討と事業者指導の強化に努める。

見　直　し　額

　架空請求に関する相談件数が減尐していることから、相談件数は減尐傾向にあったが今年度に
入り前年度並みになった。悪質商法や製品の安全安心など複雑・多様な相談が増えているため、
県民の消費生活センターに対するニーズは依然より高くなっている。 ■ 継　　続 □ 休　　止 □

縮　　減

整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

完　　了

千　円

－２９－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 消費・生活 Ｇ

2 □ ■ H23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 24 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 1 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 安全環境 部（庁） 県民安全

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 消費生活センター相談窓口強化事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

消費者の安全・安心

　　・ショッピングセンター等における出張相談室の設置
　　・消費生活問題に関して、法律、建築等の専門的知識を有する者を消費生活相談支援人材バンクとして登録
　　　　　消費生活センターへの出張特別相談会
　　　　　県、市町の消費生活相談員に対する電話による助言

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な社会

法定受託事務

[事業目的]

　　消費者トラブルにあっても近隣に消費生活センターがないなどの理由で相談に行けない者に対し、気軽に立ち寄れる出張相談窓口を設置し、消費者被害の拡大防止を図る。
　　併せて、複雑・高度化している消費生活相談に適切かつ迅速に対応できるよう、専門家との連携により、高度な相談体制の構築を図る。

［事業内容］

その他 そ の 他

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 22,790 0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 15,638

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

0%

決 算 額 の 推 移 15,638 0%

0%

目標値、指標の積算根拠等

出張相談室設置回数 48回 0%

の推移 成果 相談件数（出張相談室） 140件（見込）

事業効果 指標 専門家による相談会回数 161回

0%

活動

指標

国　　　　　庫

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

一　般　財　源

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 15,638

□

拡　　充

その他特定財源 15,638

[事業の評価]

財源内訳

□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 終期の見直し

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

・出張相談窓口を県内各地のショッピングセンターだけではなく、福祉施設、学校等でも開設す
ることにより、あらゆる年齢層の消費者被害の未然防止、拡大防止を図るとともに、人材バンク
を活用し相談体制の強化を図る。 見　直　し　額

・県内各地のショッピングセンター等に出張相談窓口を開設することにより、消費者被害の未然
防止、拡大防止を図った。
・人材バンクを活用することにより、相談に適切かつ迅速に対応した。 ■ 継　　続 □ 休　　止 □

縮　　減

整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

完　　了

千　円

－３０－


